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1 . はじめに 

本研究の目的は、 企業に在籍しており 多数の学術 

論文を発表している 研究者、 あ るいはその論文が 他 

の研究に引用されることが 多い企業の研究者 ( 「企業 

内サイエンティスト」と 呼ぶ。 ) がイノベーションに 

果たす役割を 明らかにすることであ る。 これらの研 

究者はなぜ、 研究開発の成果を 特許や企業機密とい 

う形で企業内で 占有するのではなく、 逆に学術論文 

として積極的に 社外に公表する 行動をとるのであ ろ 

うか。 なぜ企業はそれを 許容 し 、 さらにはそのよ う 

な行動を支援すらしているのであ ろうか。 また、 こ 

れらは産業によって 異なるのであ ろうか。 

2. 企業内サイエンティストとイノベーション 

企業はなぜ自らの 資金で研究を 行い、 その研究成 

果を論文として 公表するのだろうか。 企業で基礎研 

究を自らの資金でなぜ 行 う のかという問題について 

は、 これまでにも 様々な議論がなされてきた。 

Rosenberg (1990) が指摘したよ う に、 企業にとって 

社外の資源を 活用することがイノベーションに 極め 

て重要であ る。 CohenandLevinthal(1989) は、 外部 

の知識を吸収する 能力の重要性を 指摘した。 また、 

イノベーションのプロセスにおいて 暗黙知の重要性 

も 指摘されてきた。 Hicks(1995) は、 企業が論文発表 

を行 う 理由としては、 企業が科学コミュニティーか 

ら暗黙知を獲得するためであ る点を指摘した。 企業 

が論文発表を 通して知識を 社外に発信することで、 

科学コミュニティー と ギブ・アンド・テイクの 関係 

を構築することができる。 この関係はやがて 企業と 

科学コミュニテイー との信頼の構築につががり、 企 

業が暗黙 知 ヘアクセスする 権 利を得るというもので 

あ る。 知識は一様に 拡散するのではなく、 先端的な 

吸収能力を持った 企業のグループの 間で拡散するこ 

とが示されている (Giuliani 2005) 。 また、 技術的 

な知識の獲得には、 その性質がとりわけ 関係して ぃ 

る 。 技術的な問題解決のために 必要な知識は、 獲得 

して新しい場所で 利用するのにコストがかかる。 こ 

のように技術的な 知識は、 粘着性が高く、 組織がそ 

の知識を獲得するためには、 関連した情報やスキル 

を持ち合わせていなければならない (Von Hippel 

1994,  Pavitt  l987)0 

Furukawa  and  Goto  は、 企業内サイエンティスト 

とイノベーションの 関係について、 企業外部から 企 

業内サイエンティスト、 共同研究者への 知識の流れ 

の 重要性に着目し、 日本の電機企業及び 製薬企業に 

おいて、 論文発表を多数行い、 その論文が多数引用 

される研究者が、 その共著者に 対する特許出願促進 

効果があ ることを示し、 その要因として 企業の外部 

からの知識が 重要な役割を 果たしていることが 示唆 

された。 

本研究では、 同様のサンプルを 用いて、 質問票調 

査、 特許の質に関するデータを 分析し、 電機企業と 

製薬企業における 企業内サイェンティストの 役割の 

比較分析を試みた。 

3. 方法、 データ 

研究者の指標化 

本研究の対象企業は、 日本の研究開発型企業のう 

ち、 サイェン ス に関連の深い ，電機産業の 企業の中 か 

  後藤晃・Ⅱ、 田切宏之 丁 サイェンス 型 産業 山 (2003. , NTT 
出版 ) では、 サイェンス生産業とは、 サイェンス ( 科学 ) 
に依拠した産業 群 、 あ るいは、 基礎的な科学の 重要性 
がとりわけ高い 産業 群 のことを指す。 
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ら 研究開発費が 高い上位 10 社であ る松下電器産業、 

ソニー、 日立製作所、 富士通、 日本電気、 東芝、 キ 

ヤノン、 三菱電機、 シャープ、 三洋電機及び 医薬品 

産業の中で研究開発費が 高 い 上位 5 社であ る武田薬 

品工業株式会社、 株式会社三共、 山之内製薬株式会 

社 、 藤沢薬品工業株式会社、 株式会社エーザイとし 

た 」。 2 

これらの企業の 研究者がどの 程度論文を発表し、 

その論文がどの 程度引用されたかについて、 指標化 

を 試みた。 データは、 ThomsonScientific  の Web  of 

S 。 i 。 n 。 。 データベースを 用いた。 本研究における「研 

究者」とは、 Web  of  Science  データベースの 中で、 

1987 年から 2002 年までの 16 年間に第一著者として 

1 本以上の論文が 存在する者とした。 研究者の論文 

指標として 3 種類を設定した。 (i) 多くの論文を 発 

表したことを 表す「論文教」、 (ii) 多くの他の研究 

に引用されたことを 表す「板引用数」、 (iii) 平均的 

に多くの他の 研究に引用されてきたことを 表す「 平 

均被 引用数」であ る。 ここで、 「論文教」は、 あ る研 

究者が 1987 年から 2002 年までに当該企業のアドレ 

スで第一著者として 発表した論文教 を フラクショナ 

ルカウントした 値の合計とした。 「 被 引用数」は 、 あ 

る 研究者が 1987 年から 2002 年までに当該企業のア 

ドレスで第一著者として 発表した論文が 発表後 5 年 

以内に他の論文に 引用された回数をフラクショナル 

カウントした 値の合計とした。 「平均 被 引用数」は、 

「 被 引用数」 / 「論文教」とし、 多くの論文に 引用さ 

れる論文を平均的に 発表してきた 研究者に焦点をあ 

てるために、 最低 3 本以上の論文を 発表した研究者 

を対象とした。 

上で定義した 3 つの論文指標ごとに、 研究者を企 

柴内で順位付けした。 各企業内で論文指標が 最も高 

い値を持つ研究者を、 その企業の「 cs 」と定義し、 

論文致 で トップであ る研究者を「論文教 の cs( 以下、 

Npcs と記す。 ) 」、 板引用数でトップであ る研究者を 

「 被 引用数の CS( 以下、 NCCS と記す。 ) 」、 平均 被 引 

用数でトップであ る研究者を「平均 被 引用数の 

CS( 以下、 ㎜ CCS と記す。 ) 」と呼び、 各社において 3 

種類の cs を確認する作業を 行った。 

引用論文 扮が 

当該企業の発表論文の 大学論文引用事と Cs の発 

表論文の大学論文引用率の 比較分析を行った。 デ一 

9tJ@@ Thomson@Scientific@0@Citation@Reports@ for 

10@ Japanese@ Electronic@ Companies ， 1981-2002@ Jk 

TJ@Institutional@ Citation@ Report@ for@ 5@ Japanese 

Pharmaceutical  Companies,  1987-2002  を用いた。 

大学論文引用事とは、 研究者の発表論文が 引用した 

論文のうち、 著者の所属に「 univ 」が含まれる 論文 

の占める割合であ る。 

質筋男 調査 

当該企業において、 「論文教」、 「 被 引用数」、 「平均 

被 引用数」で上位 2(M 位に含まれる 研究者を，企業内 

サイェンティスト ， と 呼ぶこととし、 企業内サイェ 

ンティストに 対する質問票調査を 電子メールにより 

行った。 電機企業及び 製薬企業に 159 の研究者に発 

送し、 96 件回収した ( 回収率 60.4%) 。 

矩許扮析 

当該企業の cs が発明者となっている 特許及び cs 

の共著者が発明者となっている 特許の企業にとって 

の価値を分析するために、 (a) 「特定の研究者の 海外 

出願 数 がその研究者の 所属する企業全体の 海外出願 

数に占める割合」と (b) 「特定の研究者の 日本国内の 

特許出願 数 がその研究者の 所属する企業全体の 日本 

国内の特許出願数に 占める割合」の 比較、 および研 

究者の海外出願率と 企業全体の海外出願率の 比較分 

析を行った。 データは、 特許庁の整理標準化データ 

を 用いた。 海外出願数には、 データの制約上、 国際 

出願されている 特許の件数と 外国出願 ( 審査・受付 

中間コードの A841 優先権 証明請求書 1 、 あ るいは 

A843 優先権 証明請求 ( 電子交換協定 )2 の記録のあ る 

特許 ) されている特許の 件数の和を用いた。 

分析対象は、 CS 及び CS の共著者であ るが、 CS に 

ついては、 電機企業 10 社の CS が 24 人、 製薬企業 5 

社の CS が 12 人、 CS の共著者は、 電機企業で 194 人、 
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は 、 本研究において CS の抽出に用いた 1987 年から 

2002 年の期間に含まれるよ う に、 利用可能なデータ 

の制約から、 出願 年が 1987 年から 2000 年までの期 

間を用いた。 

4. 結果 

Furukawa and Goto は、 CS はその他の研究者と 比 

較して国内への 特許出願 数 が同レベルにあ るが、 CS 

の共著者の国内への 特許出願数は 他の研究者よりも 

多いことを既に 示した。 また、 CS には共著者に 対す 

る 特許出願促進効果があ り、 その効果は、 ANCCS 、 NCCS 、 

NPCS の順に大きい 傾向にあ ることが示された。 これ 

は、 平均的に被引用数の 高い論文、 すな む ち、 質の 

高い研究を継続的に 論文発表していることにより、 

外部の科学コミュニティ 一に認められ、 多くの質の 

高い知識を獲得することを 可能にしているためであ 

ると考えられた。 これらの結果と 本研究の結果を 表 

1 に整理した。 表 1 の①～③については、 Furukawa 

and G0to のデータ、 ④～⑪は本研究結果であ る。 

ストの方が、 海外留学や国内留学の 経験者の占める 

割合が電機企業と 比較すると高いことが 明らかとな 

ったが、 これは製薬企業の 方が科学に関係が 深い研 

究を行っているためであ ると考えられる。 また、 CS 

及びその共著者の 1993 年から 2002 年の期間におけ 

数が 0 件の CS や CS の共著者の割合は 製 

薬 企業の方が電機企業よりも 高いことがわかった 

( ⑨ ) 。 これについても、 製薬企業の方が 科学に関係 

が深い研究を 行っており、 cs や cS の共著者の研究 

が直ぐに医薬品関連の 特許に結びつくものでないた 

めであ ると考えられる。 

表 1  甘機 企業と製薬企業の 相違点 

竜援 企業 製薬企業 

  共通点 

  の cs の特許由 頂致 他の研究者と 同レベル 他の研究者と 同 レ ヘル 

  ②。 ' 特許出願 の 共著者の 致 他の研究者より 多い 他の研究者より 多い 

    ③特許出角促進効果 用№「 S ノ №「 S ノ NP さ ' №。 '"' ㏄ '"" 。 。 ' 

①大学論文引用 平 刑 f.fS ノ № (S ノ MPCS 鮒 。 。 '"' 。 ㏄ " Ⅶ。 ' 

  違 @   

本研究の結果、 製薬企業 5 社の論文の大学論文 引       ⑤大学幹文の 引用率 低 @   高 @   
(36%) (47%) 

用率が 、 電機企業 10 社の論文の大学論文引用率より ⑥今案内サイエンティス トの 内 、 海外留学の経 挨者   高 @   
124% (57% 

高いことが明らかとなった ( ④ 、 ⑤ ) 。 これは、 製薬 ⑦企業内サイエ の占める割合 / ティス 

トの 力 、 国内留学の経 検 者   荷い 

企業 5 社の方が電機企業 10 社よりも科学に 関係が深 の占める 割 合 (14%) ㏄ 0% 

  ⑧企業内サイ ェ / ティス 

い 研究を行っていることを 示唆するものであ る。 統計的に有意 統計的に有色ではなし   
    トの 被 招待 引用数の相関関係 牢 波数 と詮文敬   

低 し   高、   Conen  らによると、 大学からの知識フロ 一の寄与を     ⑨特許 共著者の割合 0 件の㏄及 び その ( 製薬企業の揖 合 と比 孜 ) ( 電億 企業の場合と 比較 ) 

産業のセクタ 一別にみると、 医薬品産業において 他 ． 蝸 & ぴ その共著者のぬ     
  外出願での貢献 ( 国内出角での 貢献と比 披 ) ( 国内出角での 貢献と比 椴 ) 

の 産業に比較して 特に高く、 それ以外の自動車、 半 ⑪ ， の央軽の鍍への cs と同じ傾向 cs と違う傾向 

導体、 コンピューター、 鉄鋼業については、 医薬品 
貢献の傾向 ( 拙文と特許の 商 吉で 貢献 ) ( 特許 @ の 貢献 大 ) 

産業ほど寄与は 高くな い (Cohen et al 1998) 。 玉田 

(2003) は、 技術と科学との 間を っ なぐ指標を用い 企業内サイェンティストの 研究活動に関する 質問 

て 、 日本特許における 技術分野ごとの サ イェンスリ 票 調査の結果、 電機企業の企業内サイェンティスト 

ンケージを分析し、 バイオ分野の 論文等の引用特許 においては、 招待講演 数と 論文教、 被引用数の間に 

の 比率が最も高く 、 続いて、 ナノテク分野や I,H 分野 相関関係が見られたが、 製薬企業においては 相関関 

が 高いことを示した。 このように、 医薬品産業の 方 係は示されなかった ( ⑧ ) 。 これは招待講演の 数を決 

が 大学や サ イェン ス との関係が深いことが 既に指摘 走 する要因が、 論文致や破引用数では 不十分であ る 

されている。 ことを示しており、 論文教や破引用数以覚に、 論文 

これらを踏まえると、 表 1 の⑥ 、 ので示された 違 の内容において 招待講演の数を 決定する要因があ る 

いが説明できる。 企業内サイェンティストに 対する 可能性が示唆される。 本研究では、 論文教、 被引用 

質問票調査の 結果、 製薬企業の企業内サイエンティ 数、 平均 被 引用数を覚部知識の 獲得機会の指標とし 
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て 用いているが、 電機企業と比較して、 製薬企業に 

おける外部知識の 獲得機会とこれらの 論文指標の関 

係が弱いことが 示唆される。 

特許分析によると、 cs 及び cs の共著者の海外出 

願 数における企業への 貢献は、 電機企業では 大きい 

が、 製薬企業では 小さいことが 明らかとなった ( ⑩ ) 。 

第一には、 上記のように、 製薬企業の方が 外部知識 

の獲得機会と 論文指標の関係が 弱いことから、 外部 

知識の流入の 影響が弱いことが 考えられる。 第二に 

は 、 本研究では、 海外出願をしない 発明は、 海外出 

願する発明よりも 企業にとって 出願時点において 価 

値が高い発明であ ると仮定しているが、 製薬企業に 

おいては、 特許の価値ではなく、 海外に市場があ る 

かないかに大きく 依存して海外出願している 可能性 

があ る。 そのため、 cS や cs の共著者の特許は 国内 

に 出願される場合が 多いということも 考えられる。 

さらに、 特許分析によると、 このような企業への 

貢献の傾向として、 電機企業の CS は論文数や特許出 

願 数 での貢献の形態が、 CS の共著者の貢献の 形態と 

ほほ同じであ ったが、 製薬企業の場合、 CS は論文致 

で 企業に貢献している 一方、 CS の共著者は特許出願 

数 で企業に貢献しており、 貢献の形態がことなるこ 

とが明らかとなった ( ⑪ ) 。 この点については、 CS 

の役割の違いに 起因するものと 考えられる。 まず、 

製薬企業においては、 電機企業の場合とは 異なり、 

研究開発組織が 研究開発のプロセス 別に分かれてお 

り、 研究者の役割分担がなされている。 本研究の対 

象企業となった 製薬企業の 5 社においても、 研究と 

開発をさらに 細分化して明確な 役割分担がなされて 

いる。 一方、 電機企業の場合は、 研究開発のプロセ 

ス別の組織ではなく、 研究開発の技術別の 組織とな 

っている。 野中 (1995) は、 暗黙知は経験を 共有す 

ることができる 場合に伝わることを 指摘したが、 製 

薬 企業において、 効率的な研究開発組織を 目指すた 

めのプロセス 別に役割分担がなされることよって、 

組織間で議論の 必要性が少なくなり、 共同研究者の 

場所が地理的に 離れ、 経験を共有できにくい 組織に 

なり、 この役割分担は 別の役割を持っ 研究者間の知 

識の伝播の制約となると 思われる。 その制約の影響 

により、 電機企業よりも 製薬企業の方が 異なる役割 

を 持つ共同研究者への 知識の移転が 必ずしもうまく 

実現されていないことが 示唆される。 

5. まとめ 

電機企業と製薬企業の 企業内サイェンティストの 

研究活動や特許出願傾向を 分析した結果、 製薬企業 

の cs は、 電機企業よりも 科学に関係の 深い研究を行 

い、 また製薬企業では 研究者が研究開発組織の 中で 

より明確に役割分担をして 研究開発活動を 行ってお 

り、 cs のイノベーションに 果たす役割が 産業によっ 

て異なることが 示唆された。 
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